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事務局 作成  

諸6回臨床研究の倫理指針に関する専門委員会の主な意見（婁）  

日時 平成20年 2月13日（水）17：00－19：30  
場所 霞ケ関東京含鑓 シルバ⊥スクールーム  

1．指針、制度の在り方について  

（1）研究倫理、法制化について  

・臨床研究については、専門家組織がヘルシンキ宣言に沿った規範を自分達で作っ   

て、公開などのサンクションを使いながら自己統治をすべきではないか。（光石）  

・研究を適正に実施し、被験者を保護するための法律を倫理指針とは別に定めなけ  

ればいけないのではないか。※  

・臨床研究が学問の自由に含まれるとしても、学問の自由は人間の尊厳を侵すこと  

はできないのではないか。※  

・臨床研究においては集団の倫理が個人の倫理に優先すると言われる一方で、報道  

では、集団の倫理が優先する場合があるのではないか。  

（2）定義、倫理審査のあり方について  

・研究の適正さについては、「プロトコル」は中央審査システム、「個々の被験者」   

は各施設の審査システム、とそれぞれ別のレベルで審査する必要があるのではな  

いか。※  

・診療と研究の差違や研究の定義は規範に則り明確に規定すべきではないか。※  

（3）同意、代諾について  

・代諾者の選定については、本人との生活の実質及び精神的共同関係からみて本人   

の最善の益を図り得る者でなければ、本人の保護を損なう恐れがあるのではない  

か。※  

・本人の意思が把握出来ない場合、本人が臨床研究にアクセスする権利を尊重する   

べきか、臨床研究のリスク等を考えて参加させないとすべきなのか判断が難しい。  

2．介入研究データベース登録について  

スポンサーや研究者がネガティヴデータを隠すというpublicationbiasの弊害は  

研究成果の公表の努力義務では解消できないのではないか。※  

臨床研究については、一元的に登録する、審査するということをまず念頭におい  

取り組む必要があるのではないか。   



介入研究の公開データベースヘの登録については、WHOからの要請もある以上、  

努力義務でなく、きちんと登録する形にしたほうがいいのではないか。  

被験者の研究へのアクセスの観点から見ても、臨床研究計画の情報が公開されて  

いるのは望ましいのではないか。  

2．補償保険について  

臨床研究における補償保険の商品化には、補償についての何らかの根拠規定が必  

要なのではないか。※  

臨床研究における補償保険の商品化には、第三者よりなる判定機関が研究計画の  

審査や有害事象の評価に携わることが必要ではないか。※  

医療者側と市民側のミスマッチの現状を考えると、倫理審査委員会に市民委員が  

参加していくためには、こうしたミスマッチを解消する仕組みが必要なのではな  

いか。  

◎ 特別ゲストの意見には文末に※を付した。  
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臨床研究に関する倫理指針  
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厚 生 労 働 省   
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前文   

近年の科学技術の進展に伴い、臨床研究の重要性は一段と増している。  

臨床研究の主な目的は、医療における疾病の予防方法、診断方法及び治療  

方法の改善、疾病原因及び病態の理解並びに患者の生活の質の向上にあり、  

最善であると認められた予防方法、診断方法及び治療方法であっても、そ  

の有効性、効率性、利便性及び質に関する臨床研究を通じて、絶えず再検  

証されなければならない。   

また、医療の進歩は、最終的には臨床研究に依存せざるを得ない場合が  

多いが、臨床研究においては、被験者の福利に対する配慮が科学的及び社  

会的利益よりも優先されなければならない。   

こうした点を踏まえ、被験者の個人の尊厳及び人権を守るとともに、研  

究者等がより円滑に臨床研究を行うことができるよう、ここに倫理指針を  

定める。   

この指針は、世界医師会によるヘルシンキ宣言に示された倫理規範や我  

が国の個人情報の保護に係る議論等を踏まえ、また、個人情報の保護に関  

する法律（平成15年法律第57号）第8条の規定に基づき、臨床研究の  

実施に当たり、研究者等が遵守すべき事項を定めたものである。しかしな  

がら、臨床研究には極めて多様な形態があることに配慮して、この指針に  

おいては基本的な原則を示すにとどめており、研究責任者が臨床研究計画  

を立案し、その適否について倫理審査委員会が判断するに当たっては、こ  

の原則を踏まえつつ、個々の臨床研究計画の内容等に応じて適切に行うこ  

とが求められる。   

臨床研究が、社会の理解と協力を得て、一層社会に貢献するために、す  

べての臨床研究の関係者が、この指針に従って臨床研究に携わることが求  

められている。   

なお、個人情報の保護に関する法律、行政機関の保有する個人情報の保  

護に関する法律（平成15年法律第58号）、独立行政法人等の保有する  

個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）及び地方公共団  

体等において個人情報の保護に関する法律第11条の趣旨を踏まえて制  

定される条例挙が適用されるそれぞれの臨床研究機関は、個人情報の取扱  

いに当たっては、それぞれに適用される法令、条例等を遵守する必要があ  

る。  
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第1 基本的考え方  

1 目的   

この指針は、医学系研究の推進を図る上での臨床研究の重要性を  

踏まえつつ、個人の尊厳、人権の尊重その他の倫理的観点及び科学的  

観点から臨床研究に携わるすべての関係者が遵守すべき事項を定め  

ることにより、社会の理解と協力を得て、臨床研究の適正な推進が図  

られることを目的とする。  

2 適用範囲  

（1）この指針は、社会の理解と協力を得つつ、医療の進歩のために実  

施される臨床研究を対象とし、これに携わるすべての関係者に遵  

守を求めるものである。  

ただし、次のいずれかに該当するものは、この指針の対象とし  

ない。  

① 診断及び治療のみを目的とした医療行為  

② 他の法令及び指針の適用範囲に含まれる研究   

（2）この指針は、日本国内において実施される臨床研究を対象とする   

が、日本国外において実施される臨床研究も対象とし、これに携わ   

るすべての関係者は、当該実施地の法令、指針等を遵守しつつ、原   

則としてこの指針の基準に従わなければならない。  

ただし、この指針と比較して当該実施地の法令、指針等の基準が   

厳格な場合には、当該基準に従って臨床研究を実施しなければなら  

ない。  

＜細則：＞   

1・改正前の臨床研究に関する倫理指針（平成15年厚生労働省告示第255  
号、以下「旧指針」という。）が施行される前に既に着手され、現在実施  
中の臨床研究に対しては、この指針及び旧指針は適用しないが、可能な限  
り、この指針に沿って適正に実施することが望ましい。   

2・日本国外において、当該日本国外の研究機関と共同で臨床研究を実施す  
る場合には、原則としてこの指針を遵守するとともに、当該日本国外の研  
究機関の存する国における基準がこの指針よりも厳格な場合には、当該厳  
格な基準を遵守しなければならない。  

ただし、本指針が相手国における基準より厳格な場合であって、かつ、  
次に掲げる要件のすべてを満たす場合には、相手国における試料等の提供  
及び取扱いについて、相手国の定める法令、指針等の基準に従って行うこ  
とができる 

。    イ 相手国において本指針の適用が困難であること  
ロ 以下に定める事項が適切に措置されることについて、我が国の臨床研  
究機関の倫理審査委員会の承認を受け、当該機関の長が適当と判断して  
いること  

（イ） インフォームド・コンセントを得られること。  
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（ロ）   提供者の個人情報の保護について適切な措置が講じられること。   
研究計画の科学的・倫理的妥当性について、相手国において承認さ  

れること、又は相手国が定める法令、指針等に基づいて相手国の研究機  

関内の倫理審査委員会若しくはこれに準ずる組織により承認され、相手  

国の研究機関の長により許可されることn  

3 用語の定義  

（1）臨床研究  

医療における疾病の予防方法、診断方法及び治療方法の改善、疾   

病原因及び病態の理解並びに患者の生活の質の向上を目的として   

実施される医学系研究であって、人を対象とするもの（個人を特定   

できる人由来の材料及びデータに関する研究を含む。）をいう。   
＜細則＞  

「医学系研究」には、医学に関する研究とともに、歯学、薬学、看護  
学、リハビリテーション学、予防医学、健康科学に関する研究が含まれ  
る。   

（2）被験者  

次のいずれかに該当する者をいう。   

（争 臨床研究を実施される者   

② 臨床研究を実施されることを求められた者   

③ 臨床研究に用いようとする血液、組織、細胞、体液、排泄物及  

びこれらから抽出したD NA等の人の体の一部（死者に係るもの  

を含む。）を提供する者   

④ 診療情報（死者に係るものを含む。）を提供する者   

（3）試料等  

臨床研究に用いようとする血液、組織、細胞、体液、排泄物及び  

これらから抽出したDNA等の人の体の一部並びに被験者の診療   

情報（死者に係るものを含む。）をいう。ただし、学術的な価値が   

定まり、研究実績として十分認められ、研究用に広く一般に利用さ   

れ、かつ、一般に入手可能な組織、細胞、体液及び排泄物並びにこ   

れらから抽出したD NA等は、含まれない。   

なお、診療情報とは、診断及び治療を通じて得られた疾病名、投   

薬名、検査結果等の情報をいう。   

（4）研究者等  

研究責任者、臨床研究機関の長その他の臨床研究に携わる者をい   

う。   

（5）研究責任者  

個々の臨床研究機関において、臨床研究を実施するとともに、そ   

の臨床研究に係る業務を統括する者をいう。  

■、   



（6）個人情報  

生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、   

生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができ   

るもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の   

個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。  

なお、死者に係る情報が同時に、遺族等の生存する個人に関する   

情報である場合には、当該生存する個人の個人情報となる。  
＜細則＞・  

代表的な個人情報には、氏名、生年月日、住所、電話番号のほか、患者ご   
とに記録された診療録番号等の符号を含む情報等が考えられるが、この指針   

における個人情報となるか否かは具体的な状況に応じて個別に判断すること   

となる。  

（7）保有する個人情報  

臨床研究機関に属する研究者等が実施する研究に係る個人情報   

であって、当該研究者等が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利   

用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限   

を有するものをいう。   

（8）臨床研究機関  

臨床研究を実施する機関（試料等の提供を行う機関を含む。）を   

いう、   

＜細則＞  
代表的な診療情報には、患者ごとに記録された診療録等が考えられるが、   

この指針における診療情報となるか否かは具体的な状況に応じて個別に判断   

することとなる。   

（9）共同臨床研究機関  

臨床研究計画書に記載された臨床研究を共同して行う臨床研究   

機関（試料等の提供を行う機関を含む。）をいう。   

（10）倫理審査委員会  

臨床研究の実施又は継続の適否その他臨床研究に関し必要な事   

項について、被験者の個人の尊厳、人権の尊重その他の倫理的観点   

及び科学的観点から調査審議するため、臨床研究機関の長の諮問機   

関として置かれた合議制の機関をいう。  

（11）インフォームド・コンセント  

被験者となることを求められた者が、研究者等から事前に臨床研   

究に関する十分な説明を受け、その臨床研究の意義、目的、方法等   

を理解し、自由意思に基づいて与える、被験者となること及び試料   

等の取扱いに関する同意をいう。   

（12）代諾者  

被験者の意思及び利益を代弁できると考えられる者であって、当  
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該被験者にインフォームド■コンセントを与える能力のない場合  

に、当該被験者の代わりに、研究者等に対してインフォームド・  

コンセントを与える者をいう。   

（13）未成年者  

満20歳未満の看であって、婚姻をしたことがないものをいう。   

（14）代理人  

未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は保有する個人   

情報の利用目的の通知、開示、訂正等、利用停止等若しくは第三   

者提供の停止の求め（以下「開示等の求め」という。）をすること  

につき本人が委任した代理人をいう。   

（15）行為能力  

法律行為を単独で確定的に行うために必要な能力をいう。  

第2 研究者等の責務等  

1 研究者等の責務等  

（1）被験者の生命、健康、プライバシー及び尊厳を守ることは、臨床  

研究に携わる研究者等の責務である。   

（2）研究責任者は、被験者に対する説明の内容、同意の確認方法、臨   

床研究に伴う補償の有無（臨床研究に伴う補償がある場合にあっ   

ては、当該補償の内容を含む。第4の1の（1）において同じ。）   

その他のインフォームド・コンセントの手続に必要な事項を臨床  

研究計画に記載しなければならない。   
＜細則＞  

臨床研究計画書に記載すべき事項は、一般的に以下のとおりとするが、  
臨床研究の内容に応じて変更できる。  
イ 被験者の選定方針  

口 当該臨床研究の意義、目的、方法及び期間、当該臨床研究に参加する  
ことにより期待される利益及び起こり得る危険並びに必然的に伴う不  
快な状態、当該臨床研究終了後の対応、当該臨床研究に係る個人情報の  
保護の方法（被験者を特定でき－る場合の取扱いを含む。）  

ハ 共同臨床研究機関の名称  

研究者等の氏名  
インフォームド・コンセントのための手続  

ニ
ホ
 
 へ インフォームド・コンセントを受けるための説明事項及び同意文書  

卜 当該臨床研究に係る資金源、起こり得る利害の衝突及び研究者等の関   

連組織との関わり  
チ 当該臨床研究に伴う補償の有無（当該臨床研究に伴う補償がある場合   

にあっては、当該補償の内容を含む。）  
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【被験者からインフォームド・コンセントを受けることが困難な場合】  
り 当該臨床研究の重要性、被験者の当該臨床研究への参加が当該臨床研  

究を実施するに当たり必要不可欠な理由及び代諾者等の選定方針   

（3）研究者等は、臨床研究を実施する場合には、被験者に対し、当該   

臨床研究の実施に閲し必要な事項について十分な説明を行い、文書   

でインフォームド・コンセントを受けなければならない。  

＜細則＞  

研究者等ごとに  ればならないわけではなく、研究責  

一つの同意文書を受理することで対  佳肴が代表で受  

応可能である。  

（4）研究責任者は、臨床研究に伴う危険が予測され、安全性を十分に   

確保できると判断できない場合には、原則として当該臨床研究を実   

施してはならない。  
＜細則＞   

1．研究責任者は、臨床研究を終了するまでの間、危険の予測や安全性の確  
保に必要な情報について、把握しておかなければならない。   

2．研究責任者は、臨床研究を実施する場合には、当該臨床研究の安全性を  
十分確保することが特に重要である。   

（5）研究責任者は、臨床研究を実施し、又は継続するに当たり、臨床   

研究機関の長の許可を受けなければならない。  
＜細則＞   

1．「臨床研究の継続」には、臨床研究を何らかの理由により中止し、再開す  
る場合が含まれる。   

2．「臨床研究機関」の長とは、例えば、以下のとおりである。  
イ 病院の場合は、病院長  
口 保健所の場合は、保健所長  
ハ 企業等の研究所の場合は、研究所長  

3．臨床研究機関が′J、規模であること等によ  の
究
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（6）研究責任者は、臨床研究計画において、臨床研究の実施計画及び   

作業内容を明示しなければならない。   

（7）研究責任者は、臨床研究を適正に実行するために必要な専門的知   

識及び臨床経験が十分にある看でなければならない。  

＜細則＞  

健康に影響を与えるような行為を伴う人を対象とする臨床研究（いわゆる   
介入研究）を行う場合には、臨床経験が十分にある医師による適切な助言を   
得なければならない。ただし、臨床経験が十分にある医師が当該臨床研究に   
参加している場合には、この限りではない。   

（8）研究者等は、臨床研究を実施するに当たっては、一般的に受け入   

れられた科学的原則に従い、科学的文献その他科学に関連する情報   

源及び十分な実験に基づかなければならない。  
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む。）に置かなければならない。   

当該研究に係る研究者等の氏名又は研究チームの名称   

すべての個人情報の利用目的（ただし、細則で規定する場合  

を除く。）   

開示等の求めに応じる手続   

四 苦情の申出先及び問い合わせ先   

＜細則＞  

第2の1（13）③のこの規定は、次に掲げる場合について、適用しな   

い。 

イ 利用目的を被験者に通知し、又は公表することにより被験者又は第  

三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場  

口 利用目的を被験者に通知し、又は公表することにより当該研究責任  

者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合  

ハ 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに  

対して協力する必要がある場合であって、利用目的を被験者に通知  

し、又は公表することにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれ  

があるとき  

こ 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合  

④ 被験者又は代理人から、当該被験者が識別される保有する個人   

情報の開示を求められたときは、原則として被験者に対し、遅滞   

なく、書面の交付又は開示の求めを行った者が同意した方法によ   

り当該保有する個人情報を開示しなければならない。  

また、当該被験者が識別される保有する個人情報が存在しない   

ときには、その旨を知らせなければならない。  

ただし、開示することにより、次の各号のいずれかに該当する   

場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。   

－ 被験者又は第三者の生命、身休、財産その他の権利利益を害  

するおそれがある場合   

二 当該研究に係る研究者等の業務の適正な実施に著しい支障  

を及ぼすおそれがある場合   

三 他の法令に違反することとなる場合  

また、開示を求められた保有する個人情報の全部又は一部につ   

いて開示しない旨を決定したときは、原則として被験者に対し、   

遅滞なく、その旨を通知しなければならない。その際、原則とし   

て被験者に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。  

なお、他の法令の規定により、保有する個人情報の開示につい   

て定めがある場合には、当該法令の規定によるものとする。  

⑤ 保有する個人情報のうち、診療情報を含むものを開示する場合   

には、原則として別途厚生労働省医政局長が示す指針に従って行   

うものとする。   

＜細則＞  

第2の1（13）⑤の規定において、「別途厚生労働省医政局長が示す指  
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針」とあるのは、「診療情報の提供等に関する指針の策定について」（平   

成15年9月12 日医改発第0912001号厚生労働省医政局長通知）で示す   

「診療情報の提供等に関する指針」のことをいう。  

⑥ 被験者又は代理人から、保有する個人情報の訂正等、利用停止   

等、第三者への提供の停止を求められた場合で、それらの求めが   

適正であると認められるときは、これらの措置を行わなければな   

らない。  

ただし、利用停止等及び第三者への提供の停止については、多   

額の費用を要する場合など当該措置を行うことが困難な場合で   

あって、被験者の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべ   

き措置をとるときは、この限りでない。  

＜細則＞  

第2の1（13）⑥の規定において、被験者又は代理人から求められた保   

有する個人情報の全部若しくは一部について、次に掲げる事項を実施又   

は決定した場合は、原則として被験者に対し、遅滞なく、その旨を通知   

しなければならない。  

イ 訂正等を行ったとき  

ロ 訂正等を行わない旨の決定をしたとき  

ハ 利用停止等を行ったとき  

ニ 利用停止等を行わない旨を決定したとき  

ホ 第三者への提供を停止したとき  

へ 第三者への提供を停止しない旨を決定したとき   

⑦ 被験者又は代理人からの開示等の求めの全部又は一部につい  

て、その措置をとらない旨又はその措置と異なる措置をとる旨を  

通知する場合は、原則として被験者に対し、その理由を説明する  

よう努めなければならない。   

⑧ 被験者又は代理人に対し、開示等の求めに関して、その対象と  

なる保有する個人情報を特定するに足りる事項の提示を求める  

ことができる。この場合において、被験者又は代理人が容易かつ  

的確に開示等の求めをすることができるよう、当該保有する個人  

情報の特定に資する情報の提供その他被験者又は代理人の利便  

を考慮した措置をとらなければならない。  

＜細則＞  

当該研究に係る開示等の求めに対しては、一元的に対応できるような手  

続等を定めるなど被験者及び代理人の負担をできるだけ軽減するような  

措置を講ずるよう努めなければならない。   

（14）研究者等の個人情報の保護に係る責務等は、次のとおりとする。   

（D 研究者等は、臨床研究の結果を公表する場合には、被験者を特  

定できないように行わなければならない。  

＜細則＞  

特定の被験者の症例や事例を学会で発表したり、学会誌で報告したり  

する場合等は氏名、生年月日、住所等を消去することで被験者を特定で  
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きないようにできるものと考えられるが、症例や事例により被験者を特   

定できないようにすることが困難な場合は、被験者の同意を得なければ  

ならない。  

（∋ あらかじめ被験者の同意を得ないで、インフォームド・コンセ   

ントで特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情   

報を取り扱ってはならない。  

③ 当該研究に係る個人情報について、利用目的を変更する場合   

（第2の1（14）④に規定する場合を除く。）には、あらためて   

被験者に当該変更の内容を説明し、同意を得なければならない   

（ただし、細則で規定する場合を除く。）。   

＜細則＞  

第2の1（14）③の規定は、次に掲げる場合について、適用しない。  

イ 法令に基づく場合  

口 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、  

被験者の同意を得ることが困難であるとき。  

ハ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要が  

ある場合であって、被験者の同意を得ることが困難であるとき。  

ニ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の  

定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、  

被験者の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれ  

があるとき。  

④ 当該研究に係る個人情報について、変更前の利用目的と相当の   

関連性を有すると合理的に認められる範囲において利用目的を   

変更する場合は、原則として当該変更の内容について被験者に通   

知又は公表しなければならない。  

⑤ 他の研究者等から研究を承継することに伴い個人情報を取得   

した場合は、あらかじめ被験者の同意を得ないで、承継前におけ   

る当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個   

人情報を取り扱ってはならない。  

⑥ 偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。  

⑦ 利用目的の達成に必要な範囲内において、当該研究に係る個人   

情報を正確かつ最新の内容に保つよう努めなければならない。  

⑧ その取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の   

個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなけれ   

ばならない。  

また、死者の人としての尊厳及び遺族の感情にかんがみ、死者   

に係る情報についても個人情報と同様に、情報の漏えい、滅失又   

はき損の防止その他の死者に係る情報の安全管理のために必要   

かつ適切な措置を講じなければならない。  

⑨ あらかじめ被験者の同意を得ないで、当該研究に係る個人情報   

を第三者に提供してはならない（ただし、細則で規定する場合を   

除く。）。   

＜細則＞  
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1．第2の1（14）⑨の’規定は、次に掲げる場合について、適用しない。  

イ 法令た基づく場合  

口 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、  

被験者の同意を得ることが困難であるとき。  

ハ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要  

がある場合であって、被験者の同意を得ることが困難であるとき。  

ニ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令  

の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で  

あって、被験者の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及  

ぼすおそれがあるとき。  

2．次に掲げる場合は、第2の1（14）⑨で規定する第三者に該当しな  

いものとする。  

イ 研究者等が利用目的の達成に必要な範囲内において個人情報の  

取扱いの全部又は一部を委託する場合  

口 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人情報が提供さ  

れる場合  

ハ 個人情報を特定の者との間で共同して利用する場合であって、そ  

の旨並びに共同して利用される個人情報の項目、共同して利用する  

者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人情報の管理について  

責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、被験者に通  

知し、又は被験者が容易に知り得る状態に置いているとき（ただし、  

この場合は、研究者等は当該個人情報を利用する者の利用目的又は  

個人情報の管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変  

更する場合は、変更する内容について、あらかじめ、被験者に通知  

し、又は被験者が容易に知り得る状態に置かなければならない。）。   

⑩ 当該研究に係る個人情報の取扱いに関する被験者等からの苦  

情・問い合わせの適切かつ迅速な対応に努めなければならない。   

（15）研究責任者は、臨床研究終了後においても、被験者が当該臨床研   

究の結果により得られた最善の予防、診断及び治療を受けることが   

できるよう努めなければならない。  

2 臨床研究機開の長の責務等  

（1）倫理的配慮の周知  

臨床研究機関の長は、当該臨床研究機関における臨床研究が、倫   

理的、法的又は社会的問題を引き起こすことがないよう、研究者等   

（当該臨床研究機関の長を除く。）に対し、臨床研究を実施するに   

当たり、被験者の個人の尊厳及び人権を尊重し、個人情報を保護し   

なければならないことを周知徹底しなければならない。  
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（2）倫理審査委員会の設置  

臨床研究機関の長は、臨床研究計画がこの指針に適合しているか   

否かその他臨床研究に関し必要な事項の審査を行わせるため、倫理   

審査委員会を設置しなければならない。ただし、臨床研究機関が小   

規模であること等により当該臨床研究機関内に倫理審査委員会を   

設置できない場合には、共同臨床研究機関、公益法人、学会等に設   

置された倫理審査委員会に審査を依頼することをもってこれに代   

えることができる。  
＜細則＞  

臨床研究機関に既に設置されている類似の委員会をこの指針に適合する倫   

理審査委員会に再編成することで対応可能であり、その名称の如何は問わな   
い。   

（3）倫理審査委員会への付議  

臨床研究機関の長は、1（10）の規定により、研究責任者から臨   

床研究の適正性及び信頼性を確保するための調査に必要な情報が   

報告された場合には、倫理審査委員会に報告しなければならない。   

ただし、1（5）の規定により研究責任者から臨床研究の実施若し  

くは継続について許可を求められた場合又は1（10）の規定により   

研究責任者から重篤な有害事象が報告された場合には、臨床研究の   

実施又は継続の適否その他の臨床研究に関し必要な事項について、   

速やかに倫理審査委員会の意見を聴かなければならない。  

＜細則＞   

1．臨床研究機関の長は、他の臨床研究機関と共同で臨床研究を実施する場  

合においても、臨床研究計画について、それぞれの臨床研究機関に設置さ  

れた倫理審査委員会による承認を得ることを原則とする。   
2．臨床研究機関の長は、他の臨床研究機関と共同で臨床研究を実施する場  

合には、当該臨床研究の実施又は継続の適否について、倫理審査委員会へ  
の付議に当たり、共同臨床研究機関における臨床研究計画の承認状況 、イ  

ンフォームド・コンセントの取得状況等の情報も提供しなければならない。   

（4）臨床研究機関の長による許可  

臨床研究機関の長は、倫理審査委員会の意見を尊重し、臨床研究   

の実施又は継続の許可又は不許可その他の臨床研究に関し必要な   

事項を決定しなければならない。この場合において、臨床研究機関   

の長は、倫理審査委員会が実施又は継続が適当でない旨の意見を述   

べた臨床研究については、その実施又は継続を許可してはならない。  

＜細則＞  

臨床研究機関の長は、公衆衛生上の危害の発生又は拡大を防止するため緊   

急に臨床研究を実施する必要があると判断する場合には、倫理審査委員会の   

意見を聴く前に許可を決定することができる。この場合において、臨床研究   
機関の長は、許可後遅滞なく倫理審査委員会の意見を聴くものとし、倫理審   
査委員会が臨床研究の変更又は中止の意見を述べた場合には、これを踏まえ、   

研究責任者に対し、当該臨床研究の変更又は中止を指示しなければならない。  
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（5）臨床研究計画等の公開  

臨床研究機関の長は、臨床研究計画及び臨床研究の成果を公開す   

るよう努めるものとする。  

3 臨床研究機関を有する法人の代表者及び行政機関の長等  
の事業者及び組織の代表者の責務等   

（1）個人情報の保護に関する責務等  

① 臨床研究機関を有する法人の代表者及び行政機関の長等の事  

業者及び組織の代表者（以下「組織の代表者等」という。）は、  

当該臨床研究機関における臨床研究の実施に際し、個人情報の保  

護が図られるようにしなければならない。  

② 組織の代表者等は、個人情報の保護に関する措置に閲し、適正  

な実施を確保するため必要があると認めるときは、臨床研究機関  

の長等に対し、監督上必要な命令をすることができる。  

③ 組織の代表者等は、組織の代表者等の責務として以下に規定  

する事項に係る権限又は事務を、当該臨床研究棟関が定めるとこ  

ろにより当該臨床研究機関の長等当該臨床研究機関の適当な者  

に委任することができる。   

（2）個人情報に係る安全管理措置  

組織の代表者等は、個人情報の安全管理のために必要かつ適切な   

組織的、人的、物理的及び技術的安全管理措置を講じなければなら  

ない。  

また、組織の代表者等は、死者の人としての尊厳及び遺族の感情  
にかんがみ、死者に係る情報についても個人情報と同様に、必要か  
つ適切な組織的、人的、物理的及び技術的安全管理措置を講じなけ  
ればならない。   

（3）苦情・問い合わせ等に対応するための体制整備  

組織の代表者等は、苦情・問い合わせ等に適切かつ迅速に対応す  

るため、苦情・問い合わせ等を受け付けるための窓口の設置や苦   

情・問い合わせ等の対応の手順を定めるなど被験者等からの苦情・  

問い合わせ等に対応するために必要な体制の整備に努めなければ  

ならない。  

（4）手数料の徴収等  

組織の代表者等は、保有する個人情報の利用目的の通知又は保有  

する個人情報の開示を求められたときは、当該措置の実施に閲し、  

手数料を徴収することができる。また、その場合には実費を勘案し  

て合理的であると認められる範囲内において、その手数料の饅を定  

めなければならない。  
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リ 個人情報の取扱い、提供先の機関名、提供先における利用目的が妥当で   
あること等について倫理審査委員会で審査した上で、当該臨床研究の結果   

を他の機関へ提供する可能性があること  

ヌ 当該臨床研究の成果により特許権等が生み出される可能性があること及   

び特許権等が生み出された場合の帰属先  

ル 被験者を特定できないようにした上で、当該臨床研究の成果が公表され   

る可能性があること  
ヲ 当該臨床研究に係る資金源、起こり得る利害の衝突及び研究者等の関連   

組織との関わり  
ワ 当該臨床研究に伴う補償の有無（当該臨床研究に伴う補償がある場合に   

あっては、当該補償の内容を含む。）  
カ 問い合わせ、苦情等の窓口の連絡先等に関する情報  
【被験者からインフォームド・コンセントを受けることが困難な場合】  

ヨ 当該臨床研究の重要性及び被験者の当該臨床研究への参加が当該臨床研   

究を実施するに当たり必要不可欠な理由  

1 被験者からインフォームド・コンセントを受ける手続  

（1）研究者等は、臨床研究を実施する場合には、被験者に対し、当該  

臨床研究の目的、方法及び資金源、起こり得る利害の衝突、研究者  

等の関連組織との関わり、当該臨床研究に参加することにより期待  

される利益及び起こり得る危険、必然的に伴う不快な状態、当該臨  

床研究終了後の対応、臨床研究に伴う補償の有無その他必要な事項  

について十分な説明を行わなければならない。   

（2）研究者等は、被験者が経済上又は医学上の理由等により不利な立  

場にある場合には、特に当該被験者の自由意思の確保に十分配慮し  

なければならない。   

（3）研究者等は、被験者が（1）の規定により説明した内容を理解し  

たことを確認した上で、自由意思によるインフォームド・コンセン  

トを文書で受けなければならない。   

（4）研究者等は、被験者に対し、当該被験者が与えたインフォームド・  

コンセントについて、いつでも不利益を受けることなく撤回する権  

利を有することを説明しなければならない。  
＜細則＞  

研究者等は、被験者に対し、インフォームド・コンセントの撤回について、  
文書で行うよう説明することが望ましい。  

2 代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける手続   

＜細則＞   

1．代諾者等からインフォームド・コンセントを受けることができる場合及  
びその取扱いは、以下のとおりとし、いずれの場合も、研究責任者は、当  
該臨床研究の重要性、被験者の当該臨床研究への参加が当該臨床研究を実  

16  

■
．
 
■
■
■
．
d
 
 
 



画 
び  

機 
ン  

え 

者 
け 

、 

0 

と   

な 

い 

を 

と 

選  

記 
人  

っ 

父  

と 

た 

を 

床  

れ 

は  
に  

等 

な 

、 

と 

と 

者 

者 

者  

棚 

… 

と 

つ 

に 

限 

認  

睨  

7  



第5 細則   

この指針に定めるもののほか、この指針の施行に閲し必要な事項は、  

別に定める。  

第6 見直し   

この指針は、必要に応じ、又は平成20年7月30日を目途として  

その全般に関して検討を加えた上で、見直しを行うものとする。  

第7 施行期日  

この指針は、平成17年4月1日から施行する。   




